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仕 様 書 

第１ 件名 

   優越的地位にある取引先からの知的財産権・ノウハウの提供要請等に関する実態調

査に係るコールセンター業務 

第２ 目的 

   公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企業取引課（以下「企業取引課」という。）

において，優越的地位にある取引先からの知的財産権・ノウハウの提供要請等に関す

る実態調査を行うに当たり，調査票を受領した事業者からの電話による問い合わせに

対応するためのコールセンター業務を発注するもの。 

第３ 契約期間 

   契約締結日から平成３０年１１月３０日（金）まで 

   （うちコールセンターの設置期間は，下記第４の１（１）のとおり。） 

第４ 業務の概要 

 １ コールセンターの設置 

 設置期間 

    平成３０年１０月２９日（月）から同年１１月２１日（水）まで（土日・祝日を除

く） 

 問い合わせ対応時間 

    ９時３０分から１７時３０分まで（１２時００分から１３時００分までを除く） 

 設置場所 

    日本国内 

 対応内容 

    調査の趣旨，設問の記載事項，回答用紙への記載方法，回答期限等についての問

い合わせに回答 

 ２ 業務の実施体制 

 本業務を実施するに当たり，以下のとおり設備環境等を整備すること。 

   ア 電話設備等の必要な設備を用意すること。 

   イ ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社のナビダイヤルを使用の上，企業取引課

が指定する電話番号を使用すること。なお，ナビダイヤルを設定するに当たり，

必要となる作業に協力すること。 

   ウ 電話回線とオペレーターを以下のとおり配置し，コールセンターの設置期間に

わたり応答率９０パーセント以上を維持すること。なお，調査票の回収状況や問

い合わせ件数等に応じて必要数を増減させる必要が生じた場合には，企業取引課

と相談の上で対応すること。 
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期間 電話回線数 オペレーター数 

コールセンター設置日か

ら５日間 

７回線以上 ７名以上 

上記以外の期間 ４回線以上 ４名以上 

   エ オペレーター業務の経験や問い合わせを処理する電話対応スキルを有する者を

オペレーターとして配置すること。 

   オ コールセンター設置期間中，本業務を統括する責任者を常時配置すること。オ

ペレーターが責任者を兼任することは可とする。 

     責任者は，企業取引課と連携を図るとともに，オペレーターに的確な指示を行

うものとする。ただし，適切なマネジメントが期待できないと企業取引課が判断

した場合には，責任者の変更を依頼することもある。その際は，適切なマネジメ

ントを行うことができる者に交代しなければならない。 

 「実態調査事務局」の名称を用いて業務を実施すること。 

 電話回線数を超えて入電した場合のガイダンスを設定すること。 

 コールセンターの場所を移転する必要が生じた場合には，その必要性，移転先の

所在地，移転期間等を明記した書面を提出し，事前に企業取引課の承認を得ること。 

 問い合わせに正確，迅速かつ丁寧に対応し，オペレーター間での情報伝達の迅速

化・共有化に努めること。 

 ３ オペレーターの教育 

 本業務を受注してからコールセンターを開設するまでの間に公正取引委員会に赴

き，企業取引課の担当者から本調査の関係法令（独占禁止法〔優越的地位の濫用〕

及び下請法）や本業務の概要等の説明を受けること。 

 本業務を適切に実施するため，オペレーターを対象に，独占禁止法（優越的地位

の濫用）及び下請法の概要，本実態調査の概要，本実態調査に係る問い合わせ対応

等について必要な研修を行うこと。企業取引課が示す参考資料及び想定問答集を基

に研修資料を作成してコールセンター開設前に企業取引課に提示し，その内容につ

いて企業取引課の承認を得ること。また，コールセンター開設後に研修資料を追加・

変更する場合にも，その内容について企業取引課の承認を得ること。 

 本業務の実施過程において発生した要周知事項を逐次研修資料に追加し，その内

容を速やかにオペレーターに周知・徹底すること。 

 ４ 業務の報告 

 問い合わせごとにその内容及び案内・回答した内容を，応答票に記載すること。 

  対応日ごとの電話回線数，オペレーター数，入電数，着信数，応答数，切断数及

び応答率を日報として取りまとめ，翌日（土日・祝日を除く。）の正午までに企業取

引課に電子メールで提出すること。 

 コールセンター全設置期間分の日報を業務報告書として取りまとめ，平成３０年

１１月３０日（金）までに企業取引課に電子メールで提出すること。 
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 受注者において回答できず企業取引課の対応を要する問い合わせを受けた場合に

は，その内容等を記載した連絡票を作成し，午前に受けた問い合わせについては当

日の１５時までに，午後に受けた問い合わせについては翌日（土日・祝日を除く。）

の正午までに企業取引課に電子メールで提出すること。 

 応答票，日報，業務報告書及び連絡票の様式については，受注者が作成し事前に

企業取引課の承認を得ること。 

第５ 特記事項 

 １ 企業取引課は，調査票の発送日及び発送数を確定し次第，受注者に連絡する。調査

の実施時期に変更が生じた場合には，企業取引課は受注者に事前に連絡することとし，

受注者は当該変更について企業取引課と相談の上で適時対応すること。 

 ２ 各種費用の負担については，以下のとおりとする。 

 ナビダイヤルの契約に係る費用については，公正取引委員会の負担とする。 

 電話回線の敷設に係る費用については，受注者の負担とする。 

 通話料については，架電元の事業者の負担とする。 

 ３ 本業務の実施に当たっては，秘密の保持に留意し，情報漏洩の防止のため万全の策

を講じること。また，本業務終了後，応答記録等の関連データを全て消去し，当該デ

ータが受注者に存在しないことを確認の上，その旨を記載した書面を平成３０年１１

月３０日（金）までに企業取引課に提出すること。 

 ４ ＩＳＭＳ適合制度（情報セキュリティマネジメントシステム）又はプライバシーマ

ーク制度の登録を受けている者を本業務の実施可能業者とする。 

 ５ 本業務の全部又は一部を第三者（グループ会社を含む。）に委託し又は請け負わせる

ことは認めない。 

６ 本書面調査と同時期に公正取引委員会が実施する別の書面調査に関する問い合わせ

を受けた場合には，上記第４の４ のとおり対応すること。 

第６ 見積り合わせの手続 

 １ 見積書の提出 

 提出期限 

    平成３０年９月２５日（火）午前１１時 

 提出場所 

    〒１００－８９８７ 

    東京都千代田区霞が関１－１－１ 中央合同庁舎第６号館Ｂ棟１４階 

    公正取引委員会事務総局官房総務課会計室用度係 

    ＦＡＸ：０３－３５８１－２９５１ 

    E-mail：open-counter@jftc.go.jp 

 提出方法 

    持参，郵送，ＦＡＸ又は電子メール 

    ＦＡＸ又は電子メールにより見積書を提出した者が契約の相手方に決定した場合
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は，受注後速やかに見積書の原本を提出すること。 

 提出書類

   ア 見積書（消費税込みの総額を明示） 

   イ 資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写し 

   ウ ＩＳＭＳ適合制度（情報セキュリティマネジメントシステム）又はプライバシ

ーマーク制度の登録証の写し 

 ２ 見積り合わせの結果の通知 

   見積り合わせの結果（契約の相手方，契約金額）は，契約の相手方に決定した者に

のみ個別に通知するほか，以下の公正取引委員会ウェブサイトに掲示する。 

  【公正取引委員会ウェブサイト（調達情報）】 

   https://www.jftc.go.jp/soshiki/tyoutatsu/opkouhyou/index.html 

 ３ その他 

 見積書の提出をもって別添の「暴力団排除に関する誓約事項」に誓約したものと

する。 

 契約の相手方に決定した者は，受注後速やかに別添の「情報の保護に関する誓約

書」を提出すること。 

第７ 問い合わせ先 

   公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企業取引課（調査担当） 

   担当：角田，桐澤，関場 

   電話：０３－３５８１－１８８２（直通） 

＜参考＞ 

 調査票発送日：平成３０年１０月２６日（金）（予定） 

 調査回答期限：平成３０年１１月１９日（月）（予定） 

 調査票発送数：３０，０００通 

 昨年度に同種の調査を実施した際の入電数（調査票発送数：約３２，０００通） 

実施日 7/24（月） 7/25（火） 7/26（水） 7/27（木） 7/28（金）

入電数 245 275 179 124 100

実施日 7/31（月） 8/1（火） 8/2（水） 8/3（木） 8/4（金）

入電数 83 75 49 61 55

実施日 8/7（月） 8/8（火） 8/9（水） 8/10（木）

入電数 55 69 62 34

実施日 8/14（月） 8/15（火） 8/16（水） 8/17（木）

入電数 7 3 5 15
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暴力団排除に関する誓約事項 

 当社（個人である場合は私，団体である場合は当団体。以下同じ。）は，下記事項に

ついて誓約します。 

 この誓約が虚偽であり，又はこの誓約に反したことにより，当社が不利益を被ること

となっても，異議は一切申し立てません。 

 また，公正取引委員会の求めに応じて当社の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの

（生年月日を含む。）ただし，有価証券報告書を作成していない場合は，役職名，氏名，

性別及び生年月日の一覧表）等を提出すること，及び当該名簿に含まれる個人情報を警

察に提供することについて同意します。 

記 

１ 次のいずれにも該当しません。また，本契約満了まで該当することはありません。 

 契約の相手方として不適当な者 

  ア 法人等（個人，法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者，

法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をい

う。）の代表者，団体である場合は代表者，理事等，その他経営に実質的に関与

している者をいう。以下同じ。）が，暴力団（暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。

以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下

同じ。）であるとき 

  イ 役員等が，自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的，又は第三者に

損害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

  ウ 役員等が，暴力団又は暴力団員に対して，資金等を供給し，又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与して

いるとき 

  エ 役員等が，暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

き 

 契約の相手方として不適当な行為を行う者 

  ア 暴力的な要求行為を行う者 

  イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

  ウ 取引に関して脅迫的な言動を行い，又は暴力を用いる行為を行う者 

  エ 偽計又は威力を用いて公正取引委員会の業務を妨害する行為を行う者 

  オ その他前各号に準ずる行為を行う者 

２ 暴力団関係者を下請負又は再委託の相手方としません。 

３ 下請負人等（下請負人（一次下請以降の全ての下請負人を含む。）及び再受託者（再
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委託以降の全ての受託者を含む。）並びに自己，下請負人又は再受託者が当該契約に

関して個別に締結する場合の当該契約の相手方をいう。以下同じ。）が暴力団関係者

であることが判明したときは，当該契約を解除するため必要な措置を講じます。 

４ 暴力団員等による不当介入を受けた場合，又は下請負人等が暴力団員等による不当

介入を受けたことを知った場合は，警察への通報及び捜査上必要な協力を行うととも

に，公正取引委員会に報告いたします。 
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情報の保護に関する誓約書 

 当社（以下「乙」という。）は，公正取引委員会（以下「甲」という。）が発注する「優

越的地位にある取引先からの知的財産権・ノウハウの提供要請等に関する実態調査に係

るコールセンター業務」の実施に際して，以下の事項を遵守することを誓約いたします。 

１ 乙は，本契約に係る業務に関して甲から提供された情報その他知り得た情報（行政

機関の保有する個人情報の保護に関する法律第２条第２項に規定される「個人情報」

を含む。以下「情報」という。）を実施体制に定めた者以外の者には秘密とし，また

当該業務の遂行以外の目的に使用しないこと。 

２ 乙は，本契約に係る業務の実施における情報セキュリティ確保のための実施内容及

び管理体制を整備し，その旨を甲の求めに応じて書面で報告すること。 

３ 乙は，本契約に係る業務の実施に当たり，乙若しくはその従業員，再委託先，又は

その他の者による意図せざる変更が加えられないための管理体制を整備し，その旨を

甲の求めに応じて書面で報告すること。 

４ 乙は，乙の資本関係・役員等の情報，本契約に係る業務の実施場所，業務従事者の

所属・専門性（情報セキュリティに係る資格・研修実績等）・実績及び国籍に関する

情報を，甲の求めに応じて書面で報告すること。 

５ 乙は，本契約に係る業務に携わる者の特定及び当該業務に携わる者が実施する具体

的な情報セキュリティ対策の内容を含む情報セキュリティ対策の遵守方法，情報セキ

ュリティ管理体制等に関する事項を，甲の求めに応じて書面で報告すること。また，

変更があった場合には，甲の求めに応じて速やかに書面で報告すること。 

６ 乙は，甲と合意した，情報の受渡し方法や本契約に係る業務終了時の情報の廃棄方

法等を含む情報取扱手順に基づき情報を取り扱うこと。 

７ 乙は，本件業務の全部又は一部を第三者に委託し又は請け負わせることはできない

こと。 

８ 乙は，情報を複製する場合，あらかじめ，書面により甲の承認を受けること。 

９ 乙は，情報の管理につき，定期的に検査を行うこと。また，甲は，特に必要と認め

た場合は，乙に対し，情報の管理状況について質問し，資料の提供を求め，又は甲の

職員に乙の事業所等の関係場所に立入調査をさせることができること。 
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10 乙は，業務完了後は，甲の指示に従い，確実に，情報を返却し，又は抹消し，その

旨を書面で報告すること。 

11 乙は，本契約に係る業務に関して甲から提供，貸与等された情報その他知り得た情

報を当該業務の終了後においても他者に漏えいしないこと。 

12 乙は，情報の漏えい等の防止のため，適切な措置を採ることとし，情報の漏えい等

の事故が発生した場合には，速やかにその内容を甲に報告するとともに，甲の指示に

従い，必要に応じて措置を講じること。 

13 甲は，乙が正当な理由無くこの契約の全部又は一部を履行しない場合，この契約の

全部又は一部を解除することができること。 

14 乙は自己の従業員及び本件業務の遂行に関与する者についても，上記１から 12 ま

での事項の遵守を徹底させること。 

               平成  年  月  日 

               所 在 地 

               事業者 名 

               代表者 名                 印 


